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平成２４年度 第３回新居浜市地域公共交通活性化協議会 

次   第 
 

○日時  平成２５年３月２５日（火）１３：３０ 

○場所  新居浜市役所 ３階 応接会議室  

 

 

  １．開 会 

         

２．報告事項      

 (1)デマンドタクシー試験運行の利用状況等について 
 

  (2)既存バス路線の見直しについて 

 

３．協議事項 

(1)平成２５年度事業計画(案)及び収支予算(案)について 
 

  (2)平成２５年度地域公共交通確保維持改善事業（平成２４ 

年１０月～平成２５年９月分）の事業評価(案)について 
 

(3)平成２５年１０月以降のデマンドタクシーの運行方針

(案)について 

 

３．その他     

 

４．閉 会 
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   新居浜市地域公共交通活性化協議会委員名簿 

条項 役員 機関・団体 役職名 氏名 

法 
第６条
第２項
第 1 号 

規約 
第５条 
第１項
第１号 

会 長 

新居浜市 

副市長 近藤 清孝 

 経済部長 本田 龍朗 

法 
第６条
第２項
第 2 号 

 

規約 
第５条
第１項
第２号 

 
新居地区旅客自動車協同組
合 代表理事 渡部 光男 

 
愛媛県ハイヤー・タクシー協
会 

専務理事 髙橋 昭雄 

 瀬戸内運輸株式会社 専務取締役 門田 正孝 

 社団法人愛媛県バス協会 専務理事 門屋 和彦 

 四国旅客鉄道株式会社 愛媛企画部長 田中 弘典 

規約 
第５条
第１項
第３号 

 愛媛県東予地方局建設部 建設企画課長 桐山 正勝 

 国土交通省四国地方整備局 
松山河川国道事務所 

副所長 原田  康 

法 
第６条
第２項
第３号 

規約 
第５条
第１項
第４号 

 新居浜警察暑 交通課長 島村 裕之 

規約 
第５条
第１項
第５号 

副会長 新居浜市連合自治会 理事 星加 勝一 

 新居浜市老人クラブ連合会 副会長 平田 ヤエ子 

 新居浜市女性連合協議会 新居浜市母子寡婦
福祉連合会会長 

三木 ユリエ 

規約 
第５条
第１項
第６号 

監 事 新居浜市社会福祉協議会 事務局次長 秋月 伸一 

監 事 新居浜商工会議所 経営支援課長 矢野 英司 

 新居浜市医師会 理事 永易 大典 

 瀬戸内運輸労働組合 執行委員長 砂田 篤志 

 
国土交通省四国運輸局 
愛媛運輸支局 

首席運輸企画
専門官 
(輸送・監査部門) 

谷口政賀津 

 
首席運輸企画
専門官 
(総務企画部門) 

鈴木 保秀 

 
事務局出席者 

事務局長 新居浜市経済部運輸観光課 課長 鴻上 浩宣 

事業担当 新居浜市経済部運輸観光課 副課長 桑原 一郎 

出 納 員 新居浜市経済部運輸観光課 主事 吹上 美佳 
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報告事項（１）                                                           

デマンドタクシー試験運行の利用状況等について 

１．これまでの利用状況 
 
 平成 22年度 計（運行日数 56日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 
上部西エリア １４２人 ８６人 １．５人 ９１台 ０．９人 
上部東エリア １７１人 ９５人 １．７人 ８７台 １．１人 
川東エリア ７６人  ４７人 ０．８人  ４５台 １．０人 
 ３８９人 ２２８人 ４．１人 ２２３台 １．０人 

 ※利用者内訳 大人 193人 障がい者 35人 利用料収入 105,250円 
 

 平成 23年度上半期(4月～9月) 計（運行日数 124日） 
エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 

上部西エリア ２６７人 ２３７人 １．９人 ２１０台 １．１人 
上部東エリア ２３１人 ２３１人 １．９人 ２１４台 １．１人 
川東エリア １０３人 １５８人 １．３人 １３８台 １．１人 
 ６０１人 ６２６人 ５．０人 ５６２台 １．１人 

 ※利用者内訳 大人 458人 障がい者 168人 利用料収入 271,000円 
 
 平成 23年度下半期(10月～3月) 計（運行日数 120日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 
上部西エリア ３２２人 ６７６人 ５．６人 ５８８台 １．１人 
上部東エリア ２６９人 ５６９人 ４．７人 ５００台 １．１人 
川東エリア １１３人 ２８８人 ２．４人 ２２７台 １．３人 
 ７０４人 １，５３３人 １２．７人 １，３１５台 １．２人 

 ※利用者内訳 大人 912人 小人 0人   障がい者割引 本人 504人・介護 7人    
療育割引 本人 1人    精神保健割引 本人 1人   
特定疾患割引 本人 33人・介護 12人  運転免許自主返納者割引 63人  

利用料収入 611,250円 
 

 平成 24年度上半期(4月～9月) 計（運行日数 125日） 
エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 

上部西エリア ３５１人 １，０５１人 ８．４人 ７６７台 １．４人 
上部東エリア ２８２人 ６１９人 ５．０人 ４９８台 １．２人 
川東エリア １１４人 ２９０人 ２．３人 ２４８台 １．２人 
 ７４７人 １，９６０人 １５．７人 １，５１３台 １．３人 

 ※利用者内訳 大人 1052人・小人 0人・無料乳幼児 2人 
障がい者割引 本人 608人・介護 21人   療育割引 本人 4人     
特定疾患割引 本人 23人・介護 5人  運転免許自主返納者割引 245人 

利用料収入 752,500円 
 
 平成 24年度下半期(10月～2月  5ヵ月) 計（運行日数 100日） 

エリア 末日登録者数 利用者数 1日利用者数 運行台数 1台利用者数 
上部西エリア ３６３人 １，０１５人 １０．２人 ６９９台 １．５人 
上部東エリア ２９８人 ６９２人 ６．９人 ４９２台 １．４人 
川東エリア １１４人 ２８４人 ２．８人 ２２２台 １．３人 
 ７７５人 １，９９１人 １９．９人 １，４１３台 １．４人 

 ※利用者内訳 大人 1,106人・小人 3人 
障がい者割引 本人 566人・介護 31人 療育割引 本人 9人・介護 6人     
精神保健割引 本人 2人  特定疾患割引 本人 23人・介護 16人   
運転免許自主返納者割引 229人 

利用料収入 774,250円 
 

資料１

５４３ 
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○平成 24年度下半期 月別利用・登録状況 

 

平成 24 年 10 月（運行日数 22 日） 
エリア 登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 

上部西エリア ３５９人 ２２２人 １０．１人 １５５台 １．４人 
上部東エリア ２８８人 １５４人 ７．０人 １１１台 １．４人 
川東エリア １１４人  ６８人 ３．１人  ５５台 １．２人 
 ７６１人 ４４４人 ２０．２人 ３２１台 １．４人 
 ※利用者内訳 大人 262 人 小人 3 人  無料乳幼児 0 人 

障がい者割引 本人 109 人・介護 10 人   
特定疾患割引 本人 5 人・介護 2 人   運転免許自主返納者割引 53 人       

利用料収入 176,500 円 
 
平成 24 年 11 月（運行日数 21 日） 

エリア 登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 
上部西エリア ３５８人 ２１２人 １０．１人 １５７台 １．４人 
上部東エリア ２８９人 １１８人 ５．６人 ９４台 １．３人 
川東エリア １１５人  ４５人 ２．１人  ４０台 １．１人 
 ７６２人 ３７５人 １７．９人 ２９１台 １．３人 
 ※利用者内訳 大人 229 人 小人 0 人  無料乳幼児 0 人 

障がい者割引 本人 102 人・介護 4 人 精神保健割引 本人 2 
運転免許自主返納者割引 38 人       

利用料収入 151,000 円 
 
平成 24 年 12 月（運行日数 19 日） 

エリア 登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 
上部西エリア ３６０人 １９５人 １０．３人 １３８台 １．４人 
上部東エリア ２９６人 １３９人 ７．３人 １０１台 １．４人 
川東エリア １１５人  ６４人 ３．４人  ４２台 １．５人 
 ７７１人 ３９８人 ２０．９人 ２８１台 １．４人 
 ※利用者内訳 大人 212 人 小人 0 人  無料乳幼児 0 人 

障がい者割引 本人 121 人・介護 5 人  療育割引 本人 5 人・介護 2 人 
特定疾患割引 本人 1 人   運転免許自主返納者割引 52 人       

利用料収入 152,500 円 
 
平成 25 年 1 月（運行日数 19 日） 

エリア 登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 
上部西エリア ３６２人 １８９人 ９．９人 １２１台 １．６人 
上部東エリア ２９４人 １２８人 ６．７人 ９０台 １．４人 
川東エリア １１４人  ５２人 ２．７人  ４４台 １．２人 
 ７７０人 ３６９人 １９．４人 ２５５台 １．４人 
 ※利用者内訳 大人 178 人 小人 0 人  無料乳幼児 0 人 

障がい者割引 本人 122 人・介護 4 人  療育割引 本人 2 人・介護 2 人 
特定疾患割引 本人  7 人・介護 7 人   運転免許自主返納者割引 47 人       

利用料収入 136,750 円 
 
平成 25 年 2 月（運行日数 19 日） 

エリア 登録者数 利用者数 1 日利用者数 運行台数 1 台利用者数 
上部西エリア ３６３人 １９７人 １０．４人 １２８台 １．５人 
上部東エリア ２９８人 １５３人 ８．０人 ９６台 １．６人 
川東エリア １１４人  ５５人 ２．９人  ４１台 １．３人 
 ７７５人 ４０５人 ２１．３人 ２６５台 １．５人 
 ※利用者内訳 大人 225 人 小人 0 人  無料乳幼児 0 人 

障がい者割引 本人 112 人・介護 8 人  療育割引 本人 2 人・介護 2 人 
特定疾患割引 本人  10 人・介護 7 人   運転免許自主返納者割引 39 人       

利用料収入 157,500 円 
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２．事業費の推移 
 

平成 22年度決算額 
 
【収入の部】                                 （単位：円） 

区 分 決算額 摘  要 

款 項 目   

負担金 負担金 負担金 1,692,503       新居浜市負担金 

諸収入 諸収入 雑 入 105,273 
利用料収入 105,250 
（大人 193 人 割引者 35 人） 
預金利息 23 

 1,797,776  

【支出の部】                                 （単位：円） 

区 分 決算額 摘  要 

款 項 目   

運営費 

会議費 会議費 110,000       
委員出席謝礼 
（3 回、@5,000×延べ 22 人） 

事務費 事務費 181,730 

ﾏｸﾞﾈｯﾄｼｰﾄ・住宅地図他消耗品 75,835 
登録証、返信用封筒印刷 33,075 
電話使用料 33,950 
郵送料   38,870 

事業費 事業費 事業費 1,506,046 
予約センター運営業務 686,521 
運行業務 819,525 

（＠3,675×223 台） 

予備費 予備費 予備費 0  

 1,797,776  

 
平成 23年度決算額 
 
【収入の部】                                 （単位：円） 

区 分 決算額 摘  要 

款 項 目   

負担金 負担金 負担金  6,240,908       新居浜市負担金 

諸収入 諸収入 雑 入 1,130,358 

利用料収入 882,250 
（大人 1370 人 割引者 789 人） 

地域公共交通確保維持改善事業費補助 

248,000 
預金利息     108 

 7,371,266  

【支出の部】                                 （単位：円） 

区 分 決算額 摘  要 

款 項 目   

運営費 

会議費 会議費 80,000 
委員出席謝礼 

（2 回、@5,000×延べ 16 人） 

事務費 事務費 393,291 

ｲﾝｸ､住宅地図他消耗品 38,051 

登録証、ﾘｰﾌﾚｯﾄ等印刷 105,315 

電話使用料 100,890 

郵送料   149,035 

事業費 事業費 事業費 6,897,975 運行業務  @3,675×1,877台  

 7,371,266  

資料２

５４３ 
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平成 24年度決算見込み額(2月末現在の実績から算出) 
 
【収入の部】                                 （単位：円） 

区 分 決算額 摘  要 

款 項 目   

負担金 負担金 負担金  8,537,000      新居浜市負担金 

諸収入 諸収入 雑 入 3,790,000 

利用料収入 1,677,000 
（大人 2359 人 割引者 1990 人） 

地域公共交通確保維持改善事業費補助 

2,113,000 

 12,327,000  

【支出の部】                                 （単位：円） 

区 分 決算額 摘  要 

款 項 目   

運営費 

会議費 会議費 135,000 
委員出席謝礼 

（3 回、@5,000×延べ 27 人） 

事務費 事務費 336,000 

ｲﾝｸ､住宅地図他消耗品 100,000 

登録証、ﾘｰﾌﾚｯﾄ等印刷   41,000 

電話使用料 116,000 

郵送料    79,000 

事業費 事業費 事業費 11,856,000 運行業務  @3,675×3,226台  

 12,327,000  
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報告事項（２）                                                           

既存バス路線の見直しについて 

 

１．バス路線の現状と課題 

現在試験運行中のデマンドタクシーは、市の周辺部から新居浜駅までをつなぐ新 

たな公共交通であり、新居浜駅までこられた方は、路線バスやタクシーを利用して 

中心市街地内の公共施設、商業施設、医療施設等に移動することになります。 

その内、路線バスは、今でも住友病院やイオンモール等へは多くの路線で接続さ

れていますが、次のような課題があり、市と瀬戸内運輸株式会社との間で路線の見

直し協議をしてまいりました。 

その結果、平成２５年１０月から、一部路線の変更を実施する予定となりました。 

 

①新居浜駅から、川東地区をつなぐ路線がない。（川東から、新居浜駅、総合福祉セ

ンター、警察署等に直接行けない） 

②新居浜駅から、ウィメンズプラザ、高専、市民体育館・プール、東高等へのアク

セスが不便。また、庄内町の一部等がバス交通空白地域となっている。 

③バス路線が昭和通りに集中(一日 100往復)しており、平和通り(市役所～十全総合

病院)に路線がないため、新居浜駅から十全総合病院、西高等に直接行けない。ま

た、そのことにより、一宮町、宮西町の一部等がバス交通空白地域となっている。 

④新居浜駅から、労災病院、市営野球場に直接行ける路線がない。 

資料３

５４３ 
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２．既存バス路線の変更計画について（平成 25年 10月から変更予定） 

(1)黒島線(一日 9往復)の変更 

 現在、川東から新居浜駅につながるバス路線がないため、黒島線を高専通りを

経由して新居浜駅に乗り入れることにより、川東から、新居浜駅、ウィメンズプ

ラザ、総合福祉センター、警察署、十全総合病院等へのアクセスを、また、新居

浜駅から、高専、市民体育館、プール、東高等へのアクセスを新たに確保します。 

(2)今治線(一日 15往復)の変更 

現在、昭和通り経由の今治線を、平和通り(市役所通り)経由に変更することに

より、新居浜駅から、西高、十全総合病院等へのアクセスを新たに確保します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 現在のルート 

 
 新たなルート 

 
 現在のルート 

 
 新たなルート 
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(3)マイントピア別子線、山根線(一日 8往復)の変更 

現在、昭和通り経由のマイントピア別子線、山根線を、元塚から、愛媛労災

病院まで往復 (Ｕターン)することにより、新居浜駅から、市営野球場、愛媛

労災病院へのアクセスを確保します。 

 

●変更後の中心市街地の路線網 

 

 
 現在のルート 

新たなルート 

至 ﾏｲﾝﾄﾋﾟｱ別子 

 
 現在の路線 

変更後の路線 

至 ﾏｲﾝﾄﾋﾟｱ別子 

100往復 
⇒85往復 

83往復 
⇒59往復 

15往復 

83往復 
⇒68往復 

9往復 74往復 
⇒83往復 

17往復 
⇒25往復 

9往復 

17往復 
⇒26往復 

 

10往復 

10往復 

100往復 

36往復 

(祝のみ) 

18往復 

9往復 
⇒0往復 
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協議事項（１） 
平成２５年度事業計画（案）について 

 

１．事業計画(案) 

  （１）デマンドタクシーの試験運行 

     ①試験運行の実施及び検証 

     新居浜市地域公共交通総合連携計画に基づき、平成２５年９月末までの６ 

か月間、デマンドタクシーの試験運行を実施し、検証を行う。 

     ②広報活動の実施 

        登録、利用促進のため、リーフレット、市政だより、説明会等による広報

活動を実施する。 

 

 （２）地域公共交通確保維持改善事業に係る協議 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金の申請に必要な、生活交通ネットワ 

ーク計画（地域内フィーダー路線確保維持計画）の策定及び変更に関する協議

を行うとともに、実施事業に対する評価を行う。 

 

 （３）新居浜市都市交通戦略の進捗管理 

平成２０年度に策定した新居浜市都市交通戦略が策定後５年目を迎えるため、 

施策の評価・検証を行い、改善策の検討、計画の見直しを行う。 

 

２．会議の開催計画(案) 

     平成２５年度の会議開催は、４回を予定しますが、状況により変更する場合が 

あります。 

年 月 協 議 会 備  考 

平成２５年 ４   

５   

６ ●開催 

・２４年度事業報告 

・２４年度監査報告及び決算の承認 

・地域公共交通確保維持改善事業に係る協議     
ほか 

10 月以降も運行
を継続する場合
は、6 月末までに
四国運輸局に生
活交通ネットワ
ーク計画の提出
が必要 

７   

８   

９ ●開催   

１０   

１１   

１２ ●開催  

平成２６年 １   

２   

３ ●開催 

・２６年度事業計画及び予算の決定 

            ほか 

 

 

資料４

５４３ 
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平成２５年度収支予算（案）について 

 

平成 25年度収支予算(案) 

 

※事業費は、平成２５年９月までの半年間の運行経費を計上しています。なお、１０月

以降の運行継続が決定した場合は、予算を補正して対応します（６月予定）。 

 

※利用見込みは、実績を参考に、一日当たりの利用人数を２０人（大人１０人、割引者

１０人）、運行台数を１６台としています。 

 

【収入の部】                              単位：円 

区 分 予算額 摘  要 

款 項 目   

負担金 負担金 負担金 3,860,000       新居浜市負担金 

諸収入 諸収入 雑 入 3,865,000 

利用料収入  

（500×10 人＋250×10 人)×125 日 

= 937,500 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金 

  H24.10～H25.9 運行分 

2,928,000 

 7,725,000        

   

【支出の部】                              単位：円 

区 分 予算額 摘  要 

款 項 目   

運営費 

会議費 会議費 220,000       委員出席謝礼 @5,000×11 人×4 回 

事務費 事務費   155,000 
消耗品、印刷費、電話・FAX 使用料、郵送

料等 

事業費 事業費 事業費 7,350,000 
デマンドタクシー運行業務委託料 

@3,675×16 台×125 日=7,350,000 

 7,725,000        

 

 

 

資料５

３ 
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協議事項（２） 
 

平成２５年度地域公共交通確保維持改善事業の事業評価（案）について 

（平成 24年 10月～平成 25年 9月分） 
 

１．事 業 名  陸上交通に係る地域公共交通確保維持事業（地域内フィーダー系統） 

 

２．事業の目標  一日当たりの利用者数 13人、一台当たりの利用者数 1.3人を目標とす

る。 

 

３．事業の効果  デマンド型乗り合いタクシーを運行することにより、バス交通空白地

域の解消が図られるとともに、高齢者などの交通弱者の通院や買い物

の移動手段を確保し、誰もが便利に使える公共交通が構築される。 

 

補助対象

事業者等 
事業概要 

①事業実施の適切性 ②目標・効果達成状況 
③事業の今後の 

改善点 
評

価 

内 容 評

価 

内 容 

(有)東雲

タクシー 

川東エリア

の区域運行 Ａ 

計画どおり事

業は適切に実

施された。 

 

Ａ 

平成24年10月か

ら 25 年 2 月まで

の一日当たりの

利用者数は 13 人

の 目 標 に 対 し

19.9 人、一台当

たりの利用者数

は 1.3 人の目標

に対し 1.4 人で

あり、計画に位置

付けられた目標

を達成している。 

利用者数の更なる

増加のため、積極的

な広報を行うとと

もに、利用対象地域

の拡大について検

討する。 

(有)光タ

クシー 

上部東エリ

アの区域運

行 

Ａ 

計画どおり事

業は適切に実

施された。 

上部西エリ

アの区域運

行 

Ａ 

計画どおり事

業は適切に実

施された。 

中萩タク

シー(有)  

上部西エリ

アの区域運

行 

 

Ａ 

計画どおり事

業は適切に実

施された。 

【各評価項目の評価基準】 

①事業実施の適切性 

  A…事業が計画に位置づけられたとおり、適切に実施された（されている）。 

  B…事業が計画に位置づけられたとおりに実施されていない点があった（一部実施されない見込み）。 

  C…事業が計画に位置づけられたとおりに実施されなかった（実施されない見込み）。 

 ②目標・効果達成状況 

  A…事業が計画に位置付けられた目標を達成した（する見込み）。 

  B…事業が計画に位置付けられた目標を達成できていない点があった（一部達成できない見込み）。 

  C…事業が計画に位置付けられた目標を達成できなかった（達成できない見込み）。 

 

 

資料６

５４３ 
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協議事項（３） 

 

平成２５年１０月以降のデマンドタクシーの運行方針（案） 

 
１．運行継続の可否について 
 
（１）コストダウンの可能性 
 
  ①支出減の可能性 
     支出のほとんどが運行委託料であり、新居地区旅客自動車協同組合との協議に

より、現在は一台当たり 3,675円(中型タクシー時間制運賃 45分換算)の委託料で
契約しており、車両は中型車に限定している。しかし、現在も乗客の定員は小型
車でも対応可能な 4 人としており、タクシー事業者が多く保有している小型車両
も使用可能とすれば、事業者としてもより臨機応変な対応が可能となるため、四
国運輸局への登録手続きを経て、平成 25 年 10 月からは、一台当たりの運行経費
を 3,210円(小型タクシー時間制運賃 45分換算)に減額が可能である。 

  ②収入増の可能性 
     一台当たりの利用料収入は、平成 23 年度下半期が 464.8 円(611,250 円÷1315

台)、平成 24年度上半期が 497.4円(752,500円÷1513台)、平成 24年 10月～2月
が 547.9 円 (774,250 円÷1413 台)であり、利用者数の増加に連動しているため、
平成 25 年 10 月から、利用対象地域を川東地区全域と別子山地区を除く上部地区
全域に拡大することで、一台当たりの利用料収入も増額が可能である。なお、仮
に一台当たりの利用者数が 1.5 人（平成 25 年 2 月実績）、一般料金 500 円と割引
料金 250円の割合を 1:1とした場合、一台当たりの利用料収入は 562.5円となる。 

     また、国庫補助金(地域公共交通確保維持改善事業費補助金)は、平成 23年度は、
国が定める標準経常費用の 20 分の 9 が補助対象経費となっていたため、1 台当た
り約 443 円の補助であったが、補助要綱が改正され、平成 24 年度は 20 分の 9 と
いう補助対象経費の上限規定が撤廃され 1 台当たり約 747 円に増額、さらに、平
成 25 年度は標準経常費用が 1 時間(1 台)当たり 1,972.58 円から 2,699.31 円にア
ップされたため、一台当たりの利用料収入を 562.5 円とした場合の国庫補助金は
約 1,068円に増額される見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料７

５４３ 
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（２）利用対象地域を拡大した場合のシュミレーションについて 

   
①利用者数等の予測 

平成 25年 2月末現在では、利用対象地域の空白地域人口(概数)15,000人に対し

て、登録者は 775人である。平成 25年 9月末は 800人であるとすれば、登録率は

5.3%であるが、拡大地域は中心市街地に距離が近く登録率は下がると思われるた

め、拡大地域の登録者数を、空白地域人口(概数)40,000人の 2.0%である 800人と

した。したがって、利用対象地域を川東地区全域と別子山地区を除く上部地区全

域に拡大した場合の登録者は、約 1,600人と予測している。 

         また、一日当たりの利用者数については、現在、登録者が一日当たりに利用す

る割合が 2.6%であるが、平成 25 年 9 月末では 3%程度と予測している。拡大地域

も同じ割合として積算すると、現在の利用対象地域が 24人、拡大地域が同数の 24

人となることから、平成 25 年 10 月から利用対象地域を拡大した場合、一日当た

りの利用者数は、約 48人と予測している。 

          なお、一台当たりの利用者数を 1.5人(平成 25年 2月実績)とした場合、一日当

たりの運行台数は 32台(48人÷1.5人)となる。一日最大運行台数は 48台(8便×2

方向×3エリア)であるため、運行率は約 67%となると思われる。 

 

運 行
エリア 

 
 

項  目 

現在の 
利用対象
地域 

H24.10～
H25.2月 

現在の 
利用対象
地域 

H25.9末 
予測 

拡大地域 計 

川 東 
エリア 

空白地域人口(概数)  Ａ 800人 800人 17,200人 18,000人 
登録者数       Ｂ 114人 118人 344人 462人 
登録率     B/A×100 14.3% 14.8% 2.0% 2.5% 
一日当たりの利用者数  Ｃ 2.8人 3.4人 10.3人 13.7人 
利用率      C/B×100 2.5% 2.9% 3.0% 3.0% 

上部東
エリア 

空白地域人口(概数)  Ａ 4,200人 4,200人 16,800人 21,000人 
登録者数       Ｂ 298人 308人 336人 644人 
登録率     B/A×100 7.1% 7.3% 2.0% 3.1% 
一日当たりの利用者数  Ｃ 6.9人 8.3人 10.1人 18.4人 
利用率      C/B×100 2.3% 2.7% 3.0% 2.8% 

上部西
エリア 

空白地域人口(概数)  Ａ 10,000人 10,000人 6,000人 16,000人 
登録者数       Ｂ 363人 374人 120人 494人 
登録率     B/A×100 3.6% 3.7% 2.0% 3.1% 
一日当たりの利用者数  Ｃ 10.2人 12.3人 3.6人 15.9人 
利用率      C/B×100 2.8% 3.3% 3.0% 3.2% 

合 計 

空白地域人口(概数)  Ａ 15,000人 15,000人 40,000人 55,000人 
登録者数       Ｂ 775人 800人 800人 1,600人 
登録率     B/A×100 5.2% 5.3% 2.0% 2.9% 
一日当たりの利用者数  Ｃ 19.9人 24.0人 24.0人 48.0人 
利用率      C/B×100 2.6% 3.0% 3.0% 3.0% 
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②事業費の予測 

①の条件で、利用対象地域を拡大した場合のシュミレーションを行った結果、

年間運行事業費は 24,653 千円、利用料収入と国庫補助金を除いた市負担額は

12,131千円で、一人当たりの一般財源投与額は約 1,053円と予測できる。 

したがって、平成 23 年度の一般財源投与額約 2,891 円(決算額 6,240,908 円÷

2159 人)の 1/3 近く、平成 24 年度の一般財源投与見込み額約 1,963 円(決算額

8,537,000 円÷4349人)の 1/2近くにまで、コストダウンが可能と判断している。 

なお、シュミレーションでは、一台当たりの利用者数を平成 25年 2月実績の 1.5

人で試算しているが、これまでも、全体の利用者数が伸びれば一台当たりの利用

者数も増えていることから、シュミレーション以上のコストダウンも期待できる

と考えている。 
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（３）タクシーチケット方式との比較検討 
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２．10月以降の運行方針（案） 

 

平成 23年 1月から試験運行を行ってきたデマンドタクシーは、当初は利用者 4～5 

人と低調であったが、時刻表の増便、予約締切時刻の緩和、割引制度の拡充等制度

の改善や広報の強化等により、利用者数は増加傾向にあり、平成 24 年 10 月から 2

月までの 5ヶ月間の平均では、一日当たり 19.9人に増加しており、利用対象地域を

拡大すれば、さらに利用者の増加が見込まれる。利用者の約 65%が 60歳以上、75歳

以上が約 70%を占めており、4割以上が障がい者等割引適用者であることからも、バ

ス交通空白地域の解消、高齢者や障がい者等交通弱者の通院・買物等のための移動

手段として、一定の成果を上げていると考えており、登録者アンケートで 9割近く、

現利用対象地域の自治会長アンケートでも 8割近くが運行継続を望まれている。 

また、コストダウンの検討やタクシーチケット方式との比較検討を行った結果、

利用対象地域を拡大した場合、一人当たりの市負担額は平成 23年度の 1/3近く、平

成 24年度の 1/2近くに減額が可能であり、また、タクシーチケット方式は、市の負

担総額がデマンドタクシーより大きくなると考えられる。 

しかしながら、本格運行移行の可否を判断するためには、シュミレーションによ

る検討だけでは不十分であり、実際に利用対象地域を拡大した運行の実績を検証す

るとともに、より広く市民の意見を聴取する必要があると思われる。 

以上のことから、平成 25年 10月から平成 26年 9月まで、次の通り、運行計画を

見直してデマンドタクシーの試験運行を継続することとし、平成 26 年 10 月以降の

運行については、拡大後の実績、事業者への影響及び市民アンケート結果等を検証

したうえで、平成 26年 6月までに検討することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

なお、利用者からは、乗り換えをしないで中心市街地内の施設に行きたいとの要

望が強いが、デマンドタクシーは、路線バスやタクシーを補完するもので、双方の

中間に位置する公共交通として位置づけて共存を図ることとしており、とりわけ、

路線バス、一般のタクシーと競合する中心市街地での運行は、現状では困難である。

また、土・日・祝日の運行要望も寄せられているが、デマンドタクシーが最も多く

利用されている通院の需要が平日と比較して低く、コストダウンを求められている

現段階では運行日の拡大は難しいと判断した。 

平成 25年 10月からの変更案 

①利用対象地域は、川東地区全域と別子山地区を除く上部地区全域とする。た 

 だし、大島地区は、黒島渡海船待合所までの送迎とする。また、立川地区は、 

 上部東エリアの利用対象地域とする。 

②予約は、各エリアの運行事業所で直接受け付けることとし、現在 1時間前ま 

 での予約締切時刻は、出発予定時刻の 30分前に緩和する。 

③運行エリア外で行き先として指定できる施設を追加する。 

    ・川東エリア  新居浜駅、元塚バス停留所 

・上部東エリア 新居浜駅、市役所上部支所 

追加：上部西エリア内の東川以東の病院・診療所

(指定処方箋薬局を含む) 

・上部西エリア 新居浜駅 

追加：上部東エリア内の国領川以西の病院・診療

所(指定処方箋薬局を含む) 
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参考資料① 

 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（抜粋） 

 

第１編 共通事項 

 

（目的） 

第１条 この補助金は、生活交通の存続が危機に瀕している地域等において、地域の特

性・実情に最適な移動手段が提供され、また、バリアフリー化やより制約の少ないシ

ステムの導入等移動に当たっての様々な障害の解消等がされるよう、地域公共交通の

確保・維持・改善を支援することを目的とする。 

 

（定義等） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

一 「生活交通ネットワーク計画」とは、地域公共交通の確保・維持・改善のために、

都道府県、市区町村、交通事業者若しくは交通施設の管理者等からなる協議会（以

下「協議会」という。）又は都道府県若しくは市区町村が、地域の生活交通の実情

のニーズを的確に把握しつつ、当該協議会での議論を経て策定する地域の特性・実

情に応じた最適の移動手段の提供、バリアフリー化やより制約の少ないシステムの

導入等移動に当たっての様々な障害の解消等を図るための取組についての計画を

いう。 

二 「地域公共交通確保維持事業」とは、地域公共交通の存続が危機に瀕している地

域において地域の特性・実状に最適な交通手段を確保・維持するために生活交通ネ

ットワーク計画（当該計画に代えて策定される地域間幹線系統確保維持計画、地域

内フィーダー系統確保維持計画及び離島航路確保維持計画を含む。）に基づいて実

施される事業をいう。 

 

（協議会） 

第３条 前条第１項第一号の協議会は、以下の者によって構成される。 

一 関係する都道府県又は市区町村 

二 関係する交通事業者又は交通施設管理者等 

三 地方運輸局（神戸運輸監理部及び沖縄総合事務局を含む。以下「地方運輸局等」

という。）又は地方航空局 

四 その他地域の生活交通の実状、その確保・維持・改善の取組に精通する者等協議

会が必要と認める者 

（中略） 

５ 協議会は、補助対象事業ごとに補助対象事業について評価を行い、その結果につい

て地方運輸局又は地方航空局の長に報告しなければならない。 
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第２編 地域公共交通確保維持事業 

 

第１章 陸上交通 

 

第２節 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金 

 

（補助対象事業者等） 

第１５条 本節における補助対象事業者は、乗合バス事業者又は道路運送法第７８条第

２号に定める自家用有償旅客運送を行う者（以下「バス事業者等」という。）であっ

て、協議会又は市区町村等（以下「市区町村協議会等」という。）が協議会の議論を

経て、第１７条に基づき定めた生活交通ネットワーク計画（当該計画に代えて策定さ

れる地域内フィーダー系統確保維持計画を含む。以下この節において同じ。）に運送

予定者として記載されている者とする。 

２ 大臣は、予算の範囲内において、次条の補助対象事業に係る補助対象経費の１／２

に相当する額以内の額を、補助対象事業者に対し交付する。 

 

（補助対象事業の基準） 

第１６条 本節における補助対象事業は、次の各号に掲げる基準に適合するものとす

る。 

 一 補助対象系統は、別表６に定める要件に適合する系統とする。 

 二 補助対象経費の額は、別表７に定めるところにより算定するものとする。 

 

（生活交通ネットワーク計画） 

第１７条 陸上交通（地域内フィーダー系統）に係る地域公共交通確保維持事業を行う

場合は、生活交通ネットワーク計画に、次に掲げる向こう３ヵ年の事項について具体

的に記載するものとする。 

一 地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

二 地域公共交通確保維持事業に係る定量的な目標・効果 

三 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統（区域運行にお

けるサービス提供の単位とする区域及び運行区間を含む。以下「系統」という。）

の概要及び運送予定者 

四 地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

２ 地域公共交通確保維持事業に限定した計画として策定する場合は、前項各号の事項

を記載した地域内フィーダー系統確保維持計画の策定をもって生活交通ネットワー

ク計画に代えることができる。この場合において、当該計画に関係する第７条第２項

の地域間幹線系統確保維持計画の策定があるときは、市町村協議会等は、当該計画と

の整合を確保すること。 
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地域公共交通確保維持改善事業に関する事業評価実施細目（抜粋） 

 

１．事業評価の目的 

地域公共交通確保維持改善事業の事業評価は、協議会が、生活交通ネットワーク

計画（交付要綱の規定に基づき、生活交通ネットワーク計画に代えることができる

各種計画を含む。）に位置付けられた補助対象事業について、事業の実施状況の確

認、目標達成状況等の評価を行うことによって、補助対象事業がより効果的、効率

的に推進されることを目的とする。 

２．評価項目 

（１）地域公共交通確保維持事業及び地域公共交通バリア解消促進等事業（離島航路構

造改革事業に係る調査事業を除く。） 

地域公共交通確保維持事業及び地域公共交通バリア解消促進等事業（以下「生活

交通ネットワーク計画に基づく事業」という。）の評価については、運行系統、離

島航（空）路、施設等の別ごとに、以下の評価項目について実施するものとする。 

ただし、下記②について、生活交通ネットワーク計画において複数の運行系統等

を包括して目標・効果が記載されている場合は、当該複数運行系統等を包括的に評

価することができるものとする。 

①事業実施の適切性 

生活交通ネットワーク計画に基づく事業が適切に実施された（されている）か。

計画どおり実施されなかった（されていない）場合には、理由等を明らかにするこ

と。 

②生活交通ネットワーク計画における目標・効果の達成状況 

生活交通ネットワーク計画に位置付けられた定量的な目標・効果が達成された

（達成できる見込み）か。目標・効果が達成できなかった（達成できない見込み）

場合には、理由等を分析の上明らかにすること。 

③事業の今後の改善点 

実施した事業について改善点があるかどうかを、事業の目的の達成状況を考慮し

た上で検証したか。 

地域公共交通確保維持事業を継続して実施する場合は、必要に応じて、上記の検

証結果を踏まえて具体的な改善策を検討したか（改善策は、事業者の取り組みだけ

でなく、地域の取り組みについて広く検討すること。）。併せて、より適切な目標

設定について検討したか。 

３．事業評価及び二次評価の実施 

（１）事業評価の実施 

協議会は、事業評価（自己評価）の実施後、評価等の結果を別添１に記載し、地

方運輸局（神戸運輸監理部及び沖縄総合事務局を含む。以下「地方運輸局等」とい

う。）又は地方航空局に報告するとともに、協議会において公表するものとする。 

（２）二次評価の実施 

地方運輸局等及び地方航空局は、二次評価の実施後、二次評価の結果を含む事業

評価の結果を別添２の総括表に記載し、国土交通省総合政策局に提出するものとす

る。 
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参考資料② 

新居浜市地域公共交通活性化協議会規約 

 

 （名称） 

第１条 この協議会は、新居浜市地域公共交通活性化協議会（以下「協議会」という。）と

称する。 

 （事務所の位置） 

第２条 協議会の事務所は、新居浜市一宮町一丁目５番１号新居浜市役所内に置く。 

 （目的） 

第３条 協議会は、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９

号。以下「法」という。）第６条第１項の規定に基づき、地域公共交通総合連携計画（「以

下「連携計画」という。）の作成に関する協議及び連携計画の実施に係る連絡調整を行う

ことを目的とする。 

（所掌事項） 

第４条 協議会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 連携計画の作成及び変更の協議に関すること。 

（２） 連携計画の実施に係る連絡調整に関すること。 

（３） 連携計画に位置付けられた事業の実施に関すること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、協議会が必要と認める事項 

 （組織） 

第５条 協議会は次に掲げる委員（以下「委員」という。）をもって組織する。 

（１）新居浜市長が指名する者 

（２）関係する公共交通事業者等の代表 

（３）道路管理者が指名する者 

（４）公安委員会の長が指名する者 

（５）各種市民団体等の代表 

（６）前各号に掲げるもののほか、市が必要と認める者 

２ 協議会に次の役員を置く。 

（１）会 長 １人 

（２）副会長 １人 

（３）監 事 ２人 

３ 会長又は副会長及び監事は、相互に兼ねることができない。 

 （委員の任期） 

第６条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けたときの補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 
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（役員の選任及び職務） 

第７条 会長は、新居浜市副市長をもって充てる。 

２ 会長は、協議会を代表し、その会務を総理する。 

３ 副会長及び監事は、第５条第１項に規定する委員のうちから会長が指名する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

５ 監事は、協議会の会計の監査を行い、当該監査の結果を会長に報告しなければならな

い。 

 （会議） 

第８条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の３分の２以上の賛成をもって決するものとする。 

４ 会議は、原則として公開するものとし、その手続きは、新居浜市の例により行うもの

とする。 

５ 協議会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、説明若し

くは意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

 （協議会の承認事項） 

第９条 次の掲げる重要な事項は、協議会の承認を経なければならない。 

（１） 協議会の予算及び決算に関すること。 

（２） 規約の制定及び改廃に関すること。 

（３） 第４条に規定する事項に関すること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、重要と認められる事項 

 （幹事会） 

第１０条 協議会は、協議会に提案する事項について協議又は調整をするため、必要に応

じ幹事会を置くことができる。 

 （分科会） 

第１１条 協議会は、第４条に規定する事項について専門的な調査又は検討を行うため、

必要に応じ分科会を置くことができる。 

 （事務局） 

第１２条 協議会の業務を処理するため、新居浜市運輸担当課所内に事務局を置く。 

２ 事務局長は、新居浜市運輸担当課所長をもって充て、事務局員は、同課所の職員をも

って充てる。 

３ 前２項に定めるもののほか、事務局に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 （会計年度） 

第１３条 協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わるものと

する。 
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 （資金） 

第１４条 協議会の運営に要する資金は、負担金、補助金その他の収入をもって充てる。 

 （予算） 

第１５条 会長は、毎会計年度予算を調整し、協議会の承認を得なければならない。 

 （決算） 

第１６条 会長は、毎会計年度終了後、遅滞なく、協議会の決算を調整し、監事の監査に

付さなければならない。 

２ 会長は、第７条第５項の規定により当該監査の報告があったときは、当該監査に付し

た決算について協議会の承認を得なければならない。 

 （財務に関する事項） 

第１７条 協議会の出納その他の財務に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 （謝礼） 

第１８条 協議会は、委員が会議に出席したときは、謝礼を予算の範囲内で支給すること

かできる。 

 （協議会が解散した場合の措置） 

第１９条 協議会が解散した場合には、協議会の収支は、解散の日をもって打ち切り、会

長であった者がこれを清算する。 

 （その他） 

第２０条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が会議

に諮って定める。 

 

   附則 

 （施行期日） 

１ この規約は、平成２２年１１月９日から施行する。 

 （任期の特例） 

２ 協議会初年度の委員の任期は、第６条第１項の規定にかかわらず、平成２４年３月３

１日までとする。 

 （会計年度の特例） 

３ 協議会の設立された日の属する年度の会計年度については、第１３条の規定にかかわ

らず、設立された日から平成２３年３月３１日までとする。 

 

   附則 

 （施行期日） 

 この規約は、平成２４年６月１９日から施行する。 

 

 


